
安中市の財政状況 （平成20年度から令和4年度までの普通会計決算）

１．自主財源と依存財源の推移

自主財源の割合は、おおむね５割前後で推移しています（R4:51%）。
自主財源のうち地方税は、R4では約115億円で42％となっています。
依存財源は、R4では国県支出金24％、地方交付税13%、地方債3%となっています。
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２．投資的経費と義務的経費の推移

投資的経費は、耐震改修等を実施していた時期と比べると低い水準で推移しています（R3：8％、R4：8％）。
義務的経費については、扶助費が近年増加傾向であります。R4では約58億円となり、23％（義務的経費のうち46％）の割合を占めて
います。人件費は約41億円、公債費は約28億円の支出とどちらも前年度ど同水準となっており、義務的経費は高止まりの状態となっていま
す。
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３．目的別歳出の推移

扶助費を多く含む民生費が37％という大きな割合を占めています。
各小中学校施設の耐震改修等のために借り入れた地方債を返済しているため、公債費が近年高止まりしている状況です。
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４．地方税の推移

固定資産税は、約48億円（42％）を占めています。変動幅が少なく、比較的安定しています。
法人住民税は、市内大企業の業績等により大きく税額が変動するため、年によって増減幅が大きいという特徴的な構造となっています。
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５．経常収支比率の推移

経常収支比率については、税収の増加や経常的経費の抑制等により、近年減少傾向でありました。R4では光熱水費の高騰等により増
加に転じています(R4：92.5％)。
税収減等による経常的な財源の不足や、公債費や補助費などの経常的な経費の増加が、比率を上昇させる要因となります。

139 138

160 163 160

136

158 160
149 155

158 159 159
169 169

145
139 144 141 139 141 145

155 155 152 152 151 146 152 156

104.2
100.6

89.8 86.8 86.6

103.8

91.7
96.6

104.0
98.2 96.4 95.0

91.8 90.1 92.5

0

25

50

75

100

125

0

50

100

150

200

250

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

決
算
額
（
億
円
）

経
常
収
支
比
率
（
％
）

経常一般財源 経常経費充当一般財源 経常収支比率（折れ線、右軸）

5 / 9 ページ



６．地方債の推移

地方債発行額は、各小中学校施設の耐震改修が一段落したことにより、以前より大きく減少しています。それに伴い、地方債残高も年々
減少しています。
公債費については、各小中学校施設の耐震改修等のために借り入れた地方債の償還が今後も数年間続くため、当面は同水準で推移し
ていくと予想されます。
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７．健全化判断比率の推移

地方債の償還及び発行抑制により地方債残高が減少したため、将来負担比率は減少し、R2以降算定なしとなりました。
実質公債費比率についても、同様の理由により、R2より減少に転じています。
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８．財政調整基金残高の推移

一般家庭の「預貯金」にあたる財政調整基金は、近年積立てが取崩しを上回り、残高が増加する傾向にあります。
R3は取崩しをせずに約6億円積立てを行い、R4は5億円積立てが上回ったことにより、残高は約67億円になりました。
ただし、今後も税収等の影響により取り崩し額が上回る可能性があります。

36

31

35

45

57 57
60 60

52
50 51

55 57

62

67

0

10

20

30

40

50

60

70

80

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

決
算
額
（
億
円
）

8 / 9 ページ



用語について
依存財源とは・・・

国や県が額を配分・交付する財源で、国県支出金や地方交付税、地方譲与税等の各種交付金や地方債が該当します。
自主財源とは・・・

市が自主的に収入する財源で、地方税のほか、分担金・負担金、使用料、手数料、財産収入、寄附金等が該当します。

義務的経費とは・・・
歳出の性質別分類における人件費、扶助費、公債費を指す言葉です。
歳入が減少した場合でも削減が困難な経費であるため、多すぎると財政健全化の妨げとなる場合があります。

投資的経費とは・・・
普通建設事業費など、支出の効果が長期に渡る資本形成に係る歳出を言います。
地方債を財源とする場合が多いため、後年度の義務的経費の増加要因となります。

経常収支比率とは・・・
数値が高いほど財政が硬直化していることを示す指標です。
例えば比率が80%であれば、一般財源ベースで経常的な財源の80%が経常経費に使われている状態を示しており、
残る20%の財源分、臨時的、政策的な経費にも対応できる余裕があるといえます。逆に数値が100%を超えた場合は、
経常的な財源が不足し、臨時的な財源に頼った状態といえます。

実質公債費比率とは・・・
公債費とそれに準じる経費が標準財政規模（通常見込まれる一般財源の規模を示す指標値）に占める比率であり、
家計でいう「年収の何%を借金返済に充てているか」を示す数値です。

将来負担比率とは・・・
地方債残高その他の債務の額を将来負担額とし、標準財政規模に対する比率をとったものです。
家計に置き換えると「年収の何%の借金が残っているのか」を示す数値といえます。

実質公債費比率・将来負担比率とは・・・
どちらも交付税措置や基金残高等による負担軽減効果を考慮し、これらを公債費や将来負担額から相殺して算出します。

財政調整基金とは・・・
年度間の財源不足に備えるため、決算余剰金等を積み立て、財源が不足する年度に活用するための基金です。
家計に置き換えた場合、不測の事態に備えた「預貯金」にあたるものです。
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